  記入用紙 
国民健康保険に関する調査票　　　　【２０１２年秋実施】
	　自治体・団体名〔　　　　　　　　　　　　　　〕 　担当課〔　　　　　　　　　　　　　　　〕
　担当者名〔　　　　　　　　　　　〕 問い合わせ先電話番号〔　　　　　　　　　　　　　　　〕



                                                  ＊（　）は、該当するものに○印を記入下さい。
１，２０１２（平成２４）年度の国保料・税についてお聞きします。
  Ｑ１　今年度は、国保料・税を
           （ 　）引き下げた    （　）引き上げた     （　）据え置いた
　Ｑ２  ２０１２年度（平成２４年度）保険料・税　（医療分・後期高齢支援分・介護分に分けて）
	医療分
	   ２０１２年度（A）
	   ２０１１年度（B）
	 　差額　（A－B）

	    所得割
	 賦課基準額×　　　％
	 賦課基準額×　　　％
	

	    資産割
	 固定資産税×      ％
	 固定資産税×      ％
	 

	    均等割
	 加入者数×　　　　円
	 加入者数×　　　　円
	 　　　　　　　　円

	    平等割
	 １世帯            円
	 １世帯            円
	　　　 　　円

	    限度額
	                   円
	                   円
	            　  円

	世帯当たり調停額
	                   円
	                   円
	 　              円

	１人当たり調停額
	                   円
	                   円
	              　 円


	後期高齢支援分
	   ２０１２年度（A）
	   ２０１１年度（B）
	 　差額　（A－B）

	    所得割
	 賦課基準額×　　　％
	 賦課基準額×　　　％
	

	    資産割
	 固定資産税×      ％
	 固定資産税×      ％
	 

	    均等割
	 加入者数×　　　　円
	 加入者数×　　　　円
	 　　　　　　　　円

	    平等割
	 １世帯            円
	 １世帯            円
	　　　 　　円

	    限度額
	                   円
	                   円
	            　  円

	世帯当たり調停額
	                   円
	                   円
	 　              円

	１人当たり調停額
	                   円
	                   円
	              　 円


	介護分
	   ２０１２年度（A）
	   ２０１１年度（B）
	 　差額　（A－B）

	    所得割
	 賦課基準額×　　　％
	 賦課基準額×　　　％
	

	    資産割
	 固定資産税×      ％
	 固定資産税×      ％
	 

	    均等割
	 加入者数×　　　　円
	 加入者数×　　　　円
	 　　　　　　　　円

	    平等割
	 １世帯            円
	 １世帯            円
	　　　 　　円

	    限度額
	                   円
	                   円
	            　  円

	世帯当たり調停額
	                   円
	                   円
	 　              円

	１人当たり調停額
	                   円
	                   円
	              　 円


２，加入者平均所得及び保険料・税の推移についてお聞きします。
	  Ｑ３

	
	加入者平均所得
	１世帯当たり保険料・税
	一人当たり保険料・税

	
	　２０１２年度
（平成２４年度）
	                  円
	                   円
	                     円


３，２０１２（平成２４）年6月１日現在の国保加入状況をお聞きします。
	  Ｑ４

	 住民総世帯数
	                世帯
	 住民総人口
	                    人

	
	 国保加入世帯数①
	                世帯
	 国保被保険者数
	                    人

	
	 滞納世帯数②
	                世帯
	 滞納世帯率②／①
	                    ％


４，同6月１日現在の国保証交付状況をお聞きします。
	  Ｑ５

	 資格証明書交付世帯数
	              世帯
	    ↓　保険証の種別          ↓有効期間

	
	 　内、１８才以下の人数
	                人
	（　）短期証（　）正規保険証
	      ヵ月

	
	
	
	
	

	
	 短期保険証交付世帯数
	            　世帯
	 短期保険証の有効期間
	             ヵ月


５，国保証の交付方法をお聞きします。
	  Ｑ６

	  　　種別
	      交付にあたって最初に行っている方法

	
	 正規の保険証
	 　 （  ）郵送等で交付　　   （  ）窓口で交付

	
	 短期保険証
	 　 （  ）郵送等で交付　　   （  ）窓口で交付

	
	 資格証世帯の子ども
	 　 （  ）郵送等で交付　　   （  ）窓口で交付


　Ｑ７  保険証の窓口留め置き状況
	
	 保険証更新時の留め置き件数
	２０１２（平成24）年　 月　 日現在
	　　                 件

	
	 現在の留め置き件数
	２０１２（平成24）年　　月　　日現在
	    　　　　    　 　 件

	
	   内、子どもの数
	 乳幼児　　人・小学生　　人・中学生　　人・高校生　　人


　Ｑ８  短期保険証を窓口交付にしている場合、被保険者が窓口に訪れない場合の取り扱いをお聞きします。
        （  ）窓口でのみ交付する
　　　　（　）一定期間以内に、郵送等の方法により届けている
	「一定期間」の概ねの期間
	

	 具体的方法
	（　）郵送・（　）訪問
（　）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　　　  （　）その他

	内容


６，国保料・税の滞納世帯に対する差し押えについてお聞きします。
	  Ｑ９

	 差し押えの実施
	　（　）実施している    （　）実施していない

	
	 差し押え件数

２０１１年度

（平成２３年度）

	
	　　　差し押え
	　　　うち換価分

	
	
	
	差押件数
	差押金額
	換価件数
	換価金額

	
	
	総　数
	件
	　　　　　円
	件
	　　　　　円

	
	
	（内　訳）
預貯金
年　金
不動産
保険
生命保険
　学資保険
物　品
児童扶養手当
子ども手当
その他
（内容）

	　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件

	　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円

	　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件
　　　件

	　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円
　　　　円


	　滞納清算機構
	加入　（　　）している　（　　）していない
	回収額実績　　　　　　円


　　　　　
　Ｑ１０　行政サービス制限条例についてお聞きします。　

	条例の有無　
	　（　　）ある　　　（　　）ない

	サービス制限の要件


	

	サービス制限の内容　
	

	2011年度の実績
	　　　　　　件



　　　

７，減免制度についてお聞きします。
　Ｑ１１  保険料・税減免制度（国保法７７条）
	
	 規定の有無
	（  ）ある　　   （  ）ない

	
	 該当要件
	（  ）天災・（  ）失業・（　）事業休廃止・（　）首長が認める場合（　）その他

	
	 所得激減による減免
　　　　　　註
	免除基準

	
	
	　  　　
	

	
	
	減額基準

	
	 ２０１１（平成２３）年度
の実施状況
	 　　　
申請件数　　　　件 　　   実施件数　　　　件


註：減免制度の内容を示した要綱などがありましたら、お送りください。
Ｑ１２  一部負担金減免制度（国保法４４条）
	
	 規定の有無
	（  ）ある　　   （  ）ない

	
	 実施の根拠
	（  ）条例・（  ）規則・（　）要綱・（　）その他　　　　　　　　　　　　

	
	 制度の
 内容・基準 　　　　註
	対象者・世帯（事由）　　　　　　国の補填対象は入院患者がいる世帯
　所得減の場合の条件　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　所得減でなく低所得の場合　（　）対象　　（　）対象でない　　　

	
	
	対象除外  　　　　　　　　　　　　
　滞納の有無　　　　　（　）ある場合は除外　　　

　預貯金の上限の有無　（　）ある場合は除外　その金額（　　　　　　　　）
　その他　

	
	
	減免基準　　　（生活保護基準を目安とした減免基準を記載してください）


	
	
	減免期間　


	
	
	医療費対象（対象は○で囲んでください）

　　　外来・入院

	
	 ２０１１（平成２３）年度
の実施状況
	 　　　申請件数　　　　件 　　   実施件数　　　　件

	一部負担減免についての

特別調整交付金
	国からの交付金　（  ）ある （  ）ない　　交付金額　　　　　　円
道からの交付金　（  ）ある （  ）ない　　交付金額　　　　　　円


         　　　　　　註：制度の内容を示した要綱などがありましたら、お送りください。
８，２０１１（平成２３）年度の国保財政についてお聞きします。
	 Ｑ１３

	  保険給付費　　　　　【２０１１（平成２３）年度合計】
	                 　　千円

	
	　後期高齢者医療支援　【２０１１（平成２３）年度合計】
	                 　　千円

	
	　前期高齢者医療納付金【２０１１（平成２３）年度合計】
	                 　　千円

	
	　介護保険納付金
	                 　　千円

	
	　法定外繰入金　　　　【２０１１（平成２３）年度合計】
	                 　　千円

	
	　国保特別会計基金保有額【２０１１（平成２３）年度末】
	                 　　千円


９，国保制度の都道府県化についてお聞きします。
　Ｑ１４  高額医療費共同事業（１件80万円以上）の国保財政への影響について
　　　　　（　　）保険料が高くなった　　（　　）保険料が安くなった　　（　　）あまり影響ない
　　　◆その理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ１５　保険財政共同安定化事業（1件30万円以上）の国保財政への影響について
 　　　　（　　）保険料が高くなった　　（　　）保険料が安くなった　　（　　）あまり影響ない
　　　◆その理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ１６ 2015年度から、保険財政共同安定化事業が、全ての医療費を対象にすることができるようになりまし
たが、実施された場合、国保財政への影響について（可能性）
（　　）保険料が高くなる　　（　　）保険料が安くなる　　（　　）あまり影響ない
　　　◆その理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ１7 都道府県化の推進について

（　　）推進すべき　　　（　　）推進すべきでない　　（　　　）その他
◆その理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	


　ご協力ありがとうございました。
　調査票は、ＦＡＸで返送してください。（Fax：０１１－７５８－４６６６）
　電子メールでの送付でも結構です。　 E-mail：shahokyo@dominiren.gr.jp　
　書式は、北海道社保協のホームページトップのバナー「自治体調査」にあります。
